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(57)【要約】
【課題】タンパク汚れ、油汚れ等に対する洗浄力が良好で、且つ繰り返し使用などによる
茶渋汚れ等、色素汚れの発生を防止できる食器洗浄機用液体洗浄剤組成物を提供する。
【解決手段】重量平均分子量が５０００～１０万であり、カチオン性モノマーに由来する
構造単位を含む高分子化合物（Ａ）と、アルケニルコハク酸金属塩（Ｂ）とを含有する食
器洗浄機用液体洗浄剤組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重量平均分子量が５０００～１０万であり、カチオン性モノマーに由来する構造単位を
含む高分子化合物（Ａ）と、アルケニルコハク酸金属塩（Ｂ）とを含有する食器洗浄機用
液体洗浄剤組成物。
【請求項２】
　（Ａ）と（Ｂ）の重量比が、（Ａ）／（Ｂ）＝１／５～５／1である、請求項１記載の
食器洗浄機用液体洗浄剤組成物。
【請求項３】
　（Ａ）が、アミノ基及び４級アンモニウム基から選ばれる基を少なくとも１種有するモ
ノマーに由来する構造単位を含む、請求項１又は２記載の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物
。
【請求項４】
　（Ａ）が、更にアニオン性モノマーに由来する構造単位を含む、請求項１～３いずれか
に記載の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物。
【請求項５】
　（Ｂ）が、アルケニルコハク酸カリウム塩である、請求項１～４いずれかに記載の食器
洗浄機用液体洗浄剤組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、食器洗浄機用液体洗浄剤組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　食器洗浄機は汚れた皿、グラス、料理器具などの食器を洗浄する設備であり、家庭やレ
ストラン、喫茶店などの厨房で使用されている。通常、食器洗浄は洗浄工程―濯ぎ工程の
順で行われ、洗浄工程には手洗い用食器洗浄剤と異なる、無泡性或いは低泡性の食器洗浄
機用洗浄剤が使用されている。また、レストラン、喫茶店などの厨房で使用されている業
務用食器洗浄機には濯ぎ工程でリンス剤が使用されている。
【０００３】
　食器洗浄機用洗浄剤には、ウォータースポットの低減などを目的として、表面親水化の
ための高分子化合物を配合することが知られている。例えば、特許文献１、２には、カチ
オン性モノマーに由来する構造単位を含む高分子化合物と、ノニオン性界面活性剤とを併
用することで、リンス剤を用いることなく、汚れの除去、食器の乾燥促進、ウォータース
ポットの低減等を可能とする食器洗浄機用洗浄剤組成物が提供できることが開示されてい
る。
【特許文献１】特開２００７－９９８１１号公報、
【特許文献２】特開２００７－１１９７５３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、表面親水化高分子化合物を配合した食器洗浄機用洗浄剤で洗浄した食器
は、当該高分子化合物の種類（分子量、構成単量体など）によっては、繰り返し使用する
と、茶渋汚れ等、色素汚れが発生することがあることが判明した。特許文献１、２で用い
られている高分子化合物は、これを用いることでウォータースポットを低減でき、リンス
剤が不要になるなど、有用な成分であるので、かかる高分子化合物を配合した系で、繰り
返し使用により顕在化する茶渋汚れ等、色素汚れの発生を防止できることが望まれる。そ
の際、タンパク汚れ、油汚れといった他の汚れに対する洗浄力も良好であることが必要で
ある。
【０００５】
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　本発明の課題は、タンパク汚れ、油汚れ等に対する洗浄力が良好で、且つ繰り返し使用
などによる茶渋汚れ等、色素汚れの発生を防止できる食器洗浄機用液体洗浄剤組成物を提
供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、重量平均分子量が５０００～１０万であり、カチオン性モノマーに由来する
構造単位を含む高分子化合物（Ａ）〔以下、（Ａ）成分という〕と、アルケニルコハク酸
金属塩（Ｂ）〔以下、（Ｂ）成分という〕とを含有する食器洗浄機用液体洗浄剤組成物に
関する。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、タンパク汚れ、油汚れ等に対する洗浄力が良好で、且つ繰り返し使用
などによる茶渋汚れ等、色素汚れの発生を防止できる食器洗浄機用液体洗浄剤組成物が提
供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
＜（Ａ）成分＞
　（Ａ）成分を構成するカチオン性モノマーはカチオン性基を有するビニル系モノマーで
あり、アミノ基及び４級アンモニウム基から選ばれる基を少なくとも１種有するモノマー
が好ましい。更には、下記式（Ｉ）で表されるカチオン性モノマー及び／又は下記式（II
）で表されるカチオン性モノマーに由来する構造単位を高分子化合物が好ましい。
【０００９】
【化１】

【００１０】
〔式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ7、Ｒ8、Ｒ9は、それぞれ独立して、水素原子、水酸基又は炭
素数１～３のアルキル基である。Ｘ、Ｙは、それぞれ独立して、炭素数１～１２のアルキ
レン基、－ＣＯＯＲ12－、－ＣＯＮＨＲ12－、－ＯＣＯＲ12－、－Ｒ13－ＯＣＯ－Ｒ12－
から選ばれる基である。ここでＲ12、Ｒ13は、それぞれ独立して、炭素数１～５のアルキ
レン基である。Ｒ4は炭素数１～３のアルキル基もしくはヒドロキシアルキル基又はＲ1Ｒ
2Ｃ＝Ｃ(Ｒ3)－Ｘ－である。Ｒ5は炭素数１～３のアルキル基、ヒドロキシアルキル基、
ベンジル基であり、Ｒ6はヒドロキシ基、カルボキシル基、スルホン酸基、硫酸エステル
基で置換されていてもよい炭素数１～１０のアルキル基、又はベンジル基であり、Ｒ6が
アルキル基、ヒドロキシアルキル基、又はベンジル基の場合は、Ｚ-は陰イオンを示す。
Ｒ6がカルボキシル基、スルホン酸基、硫酸エステル基を含む場合、Ｚ-は存在せず、Ｒ6

中のこれらの基は陰イオンとなる。Ｚ-の陰イオンとしては、たとえばハロゲンイオン、
硫酸イオン、炭素数１～３のアルキル硫酸エステルイオン、炭素数１～３のアルキル基で
置換されていてもよい芳香族スルホン酸イオン、ヒドロキシイオンを挙げることができる
。Ｒ10は水素原子、炭素数１～３のアルキル基もしくはヒドロキシアルキル基又はＲ7Ｒ8

Ｃ＝Ｃ(Ｒ9)－Ｙ－である。Ｒ11は水素原子、炭素数１～３のアルキル基もしくはヒドロ
キシアルキル基である。〕
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【００１１】
　式（Ｉ）の化合物として具体的に好ましいものはアクリロイル（又はメタクリロイル）
アミノアルキル（炭素数１～５）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル（炭素数１～３）４級アン
モニウム塩、アクリロイル（又はメタクリロイル）オキシアルキル（炭素数１～５）－Ｎ
，Ｎ，Ｎ－トリアルキル（炭素数１～３）４級アンモニウム塩、Ｎ－（ω－アルケニル（
炭素数２～１０））－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル（炭素数１～３）４級アンモニウム塩、
Ｎ，Ｎ－ジ（ω－アルケニル（炭素数２～１０））－Ｎ，Ｎ－ジアルキル（炭素数１～３
）４級アンモニウム塩が好適であり、特にジアリルジメチルアンモニウム塩が良好である
。
【００１２】
　式（II）の化合物として具体的に好ましいものはアクリロイル（又はメタクリロイル）
アミノアルキル（炭素数１～５）－Ｎ，Ｎ－ジアルキル（炭素数１～３）アミン、アクリ
ロイル（又はメタクリロイル）オキシアルキル（炭素数１～５）－Ｎ，Ｎ－ジアルキル（
炭素数１～３）アミン、Ｎ－（ω－アルケニル（炭素数２～１０））－Ｎ，Ｎ－ジアルキ
ル（炭素数１～３）アミン、Ｎ，Ｎ－ジ（ω－アルケニル（炭素数２～１０））－Ｎ－ア
ルキル（炭素数１～３）アミン、アリルアミン、ジアリルメチルアミン、ジアリルアミン
が好適であり、特に、アリルアミン、ジアリルメチルアミン、ジアリルアミン、アクリロ
イル（又はメタクリロイル）アミノプロピル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミン、アクリロイル（
又はメタクリロイル）オキシエチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミンが良好である。
【００１３】
　式（Ｉ）及び／又は式（II）に由来する構造単位は、全モノマー単位に対して１０～９
９モル％の割合で含まれることが好ましい。より好ましくは２０～９９モル％、更に好ま
しくは３０～９０モル％の割合で含まれる。
【００１４】
　本発明の（Ａ）成分は、アニオン性モノマーに由来する構造単位を含むことができ、そ
の場合、カチオン性モノマーとアニオン性モノマーのモル比が、カチオン性モノマー／ア
ニオン性モノマー＝１０／９０～９０／１０、更に３０／７０～９０／１０、特に５０／
５０～８０／２０であることが好ましい。アニオン性モノマーとしては、下記（ｉ）から
選ばれるモノマーが挙げられる。
【００１５】
　（ｉ）アクリル酸又はその塩、メタクリル酸又はその塩、マレイン酸又はその塩、無水
マレイン酸、スチレンスルホン酸塩、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン
酸塩、アリルスルホン酸塩、ビニルスルホン酸塩、メタリルスルホン酸塩、スルホプロピ
ルメタクリレート、リン酸モノ－ω－メタクリロイルオキシアルキル（炭素数１～１２）
から選ばれる化合物
【００１６】
　また、本発明の（Ａ）成分は、ノニオン性モノマーに由来する構造単位を含むこともで
きる。ノニオン性モノマーとしては、下記（ii）～（iv）から選ばれるモノマーが挙げら
れる。
【００１７】
　（ii）アクリル（又はメタクリル）アミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアクリル
酸（又はメタクリル酸）アミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリル（又はメタクリル）アミド、
Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリル酸（又はメタクリル酸）アミド、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノメチルアクリル酸（又はメタクリル酸）アミド、Ｎ－ビニル－２－カプロラクタ
ム、Ｎ－ビニル－２－ピロリドンから選ばれるアミド基含有化合物
【００１８】
　（iii）アクリル酸（又はメタクリル酸）アルキル（炭素数１～５）、アクリル酸（又
はメタクリル酸）２－ヒドロキシエチル、アクリル酸（又はメタクリル酸）－Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノアルキル（炭素数１～５）、酢酸ビニルから選ばれるエステル基含有化合物
【００１９】
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　（iv）エチレン、プロピレン、ｎ－ブチレン、イソブチレン、ｎ－ペンテン、イソプレ
ン、２－メチル－１－ブテン、ｎ－ヘキセン、２－メチル－１－ペンテン、３－メチル－
１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、２－エチル－１－ブテン、スチレン、ビニル
トルエン、α－メチルスチレンから選ばれるオレフィン系化合物
【００２０】
　これらの中でも特に仕上がり性の観点から（ｉ）又は（ii）のモノマー由来のモノマー
単位が好ましく、中でも（ｉ）のモノマー由来のモノマー単位が最も好ましく、これらの
中でもアクリル酸またはそのナトリウム塩もしくはカリウム塩、メタクリル酸またはその
ナトリウム塩もしくはカリウム塩、マレイン酸またはそのナトリウム塩もしくはカリウム
塩が好ましい。ここで（ｉ）のモノマー由来のモノマー単位の対イオンは、含有する重合
体のカチオン基部分であっても良い。
【００２１】
　本発明の（Ａ）成分は、カチオン性モノマーに由来する構造単位とアニオン性モノマー
に由来する構造単位のみを構造単位として含むことが好ましい。カチオン性モノマーとア
ニオン性モノマーのモル比は、表面吸着力の観点から、カチオン性モノマー／アニオン性
モノマー＝１０／９０～９０／１０、更に３０／７０～９０／１０、より更に５０／５０
～８０／２０、特に５０／５０～７０／３０が好ましい。
【００２２】
　本発明の（Ａ）成分は、仕上がり性及び色素汚れの発生抑制の観点から、重量平均分子
量が５０００～１０万であり、好ましくは７０００～９００００、さらに好ましくは１０
０００～８００００、特に好ましくは２００００～６００００であり、この重量平均分子
量はアセトニトリルと水の混合溶媒（リン酸緩衝液）を展開溶媒とし、ゲルパーミエーシ
ョンクロマトグラフィーでポリエチレングリコールを標準物質として求めたものである。
【００２３】
　（Ａ）成分は、カチオン性モノマー、アニオン性モノマー、ノニオン性モノマーが、重
合体中の主鎖または側鎖のいずれに存在していても構わない。これらはランダム重合した
もの、ブロック重合したものでも、グラフト重合したものなどでも構わない。
【００２４】
　本発明の（Ａ）成分は、式（Ｉ）で表されるカチオン性モノマーに由来する構造単位を
含む高分子化合物が好ましく、中でもジアリルジメチルアンモニウム塩に由来する構造単
位を有する高分子化合物が好ましく、特にジアリルジメチルアンモニウム塩とアクリル酸
塩の共重合高分子化合物、又はジアリルジメチルアンモニウム塩、アクリル酸塩、アクリ
ルアミドの共重合高分子化合物が好ましい。
【００２５】
＜（Ｂ）成分＞
　（Ｂ）成分のアルケニルコハク酸金属塩は、炭素数８～２２、更に炭素数１０～１６の
アルケニル基を有するものが好ましい。また、金属塩は、カリウム塩、ナトリウム塩が挙
げられ、カリウム塩が好ましく、モノ塩、ジ塩でもよく、ジ塩が好ましい。（Ｂ）成分と
しては、炭素数１２～１４のアルケニル基を有するアルケニルコハク酸ジカリウム塩が好
ましい。
【００２６】
＜食器洗浄機用液体洗浄剤組成物＞
　本発明の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物は、（Ａ）成分と（Ｂ）成分の重量比が、（Ａ
）／（Ｂ）＝１／５～５／1、更に１／３～３／１、より更に１／３～２／１であること
が、タンパク汚れの洗浄性及び色素汚れの発生抑制の観点から好ましい。
【００２７】
　本発明の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物は、（Ａ）成分を、仕上がり性及び色素汚れの
発生抑制の観点から、好ましくは０．２～５重量％、より好ましくは０．２～３重量％、
更に好ましくは０．５～２重量％、より更に好ましくは０．５～１．５重量％含有する。
【００２８】
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　また、本発明の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物は、（Ｂ）成分を、タンパク汚れの洗浄
性及び色素汚れの発生抑制の観点から、好ましくは０．２～６重量％、より好ましくは０
．２～５重量％、更に好ましくは０．５～４重量％、より更に好ましくは１～３重量％含
有する。
【００２９】
　また、本発明の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物の残部は通常、水である。本発明の食器
洗浄機用液体洗浄剤組成物は、原液又は１重量％濃度の水溶液のｐＨが、２５℃で１０～
１３、更に１１～１２であることが好ましい。
【００３０】
　本発明の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物は、ビルダーと称される化合物を含有すること
ができる。ビルダーの作用機構としては、金属キレート作用、アルカリ緩衝作用、及び固
体粒子分散作用が重要である。
【００３１】
　無機ビルダーとしては、リン酸塩、炭酸塩、珪酸塩、硫酸塩が挙げられる。具体的には
、ピロリン酸ナトリウム、ピロリン酸カリウム、トリポリリン酸ナトリウム、トリポリリ
ン酸カリウム、オルソリン酸ナトリウム、ヘキサメタリン酸ナトリウム、炭酸ナトリウム
、炭酸カリウム、重炭酸ナトリウム、硫酸ナトリウム、珪酸ナトリウム、珪酸カリウム、
メタ珪酸ナトリウムなどが挙げられる。また、水酸化ナトリウム、水酸化カリウムのよう
なアルカリ金属水酸化物も挙げられる。
【００３２】
　有機ビルダーとしては、（イ）エタン－１，１－ジホスホン酸、エタン－１，２－ジホ
スホン酸、エタン－１－ヒドロキシ－１，１－ジホスホン酸及びその誘導体、エタンヒド
ロキシ－１，１，２－トリホスホン酸、エタン－１，２－ジカルボキシ－１，２－ジホス
ホン酸、メタンヒドロキシホスホン酸などのホスホン酸の塩、（ロ）２－ホスホノブタン
－１，２－ジカルボン酸、１－ホスホノブタン－２，３，４－トリカルボン酸、α－メチ
ルホスホノコハク酸などのホスホノカルボン酸の塩、（ハ）アスパラギン酸、グルタミン
酸などのアミノ酸の塩、（ニ）、ニトリロ三酢酸塩、エチレンジアミン四酢酸塩などのア
ミノポリ酢酸塩、（ホ）ジグリコール酸、オキシジコハク酸、カルボキシメチルオキシコ
ハク酸、シクロペンタン－１，２，３，４－テトラカルボン酸、テトラヒドロフラン－１
，２，３，４－テトラカルボン酸、テトラヒドロフラン－２，２，５，５－テトラカルボ
ン酸、クエン酸、乳酸、酒石酸、シュウ酸、スルホコハク酸、リンゴ酸、グルコン酸など
の有機酸の塩、（ヘ）ポリアクリル酸塩、ポリアクリル酸／ポリマレイン酸共重合高分子
化合物及びその塩などが挙げられる。
【００３３】
　洗浄性、イオン封鎖性、再汚染防止性の観点から、全ビルダー量は本発明の食器洗浄機
用液体洗浄剤組成物に対して、好ましくは５～９９．９重量％、更に好ましくは１０～７
０重量％、特に好ましくは１５～５０重量％である。
【００３４】
　その他、（Ｂ）成分以外のアニオン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤、両性界面活
性剤、酵素、漂白剤、消泡剤、防錆剤、ハイドロトロープ剤、表面改質剤、香料などを含
有することができる。
【００３５】
　上記の成分は、国際公開第９９／５８６３３号パンフレットに記載されているものを参
照できる。
【００３６】
　また、ノニオン性界面活性剤としては、特に限定されないが、グリセリン脂肪酸エステ
ル、ポリグリセリン脂肪酸エステル、プロピレングリコール脂肪酸エステル、ポリエチレ
ングリコール脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステル、ポリ
オキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリ
オキシエチレンジアルキルエーテル、ポリオキシエチレングリコール、ポリオキシエチレ
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ンオキシプロピレングリコール、ポリオキシプロピレンオキシエチレンオキシプロピレン
グリコールなどが挙げられる。
【００３７】
　洗浄性の観点から、下記一般式（III）で表されるノニオン性界面活性剤〔以下、（Ｃ
１）成分という〕が好適に用いられる。
　　　　Ｒ14－（ＡＯ）n－Ｒ15　　　　（III）
〔式中、Ｒ14、Ｒ15は、それぞれ独立して、水素原子、又は炭素数１～２４の炭化水素基
である。ｎは平均付加モル数であり、１～５００の数である。ＡＯは同一又は異なってオ
キシエチレン基、オキシプロピレン基、又はオキシブチレン基である。〕
【００３８】
　（Ｃ１）成分の一般式（III）中、Ｒ14、Ｒ15はそれぞれ独立して、好ましくは水素原
子、又は直鎖もしくは分岐鎖の炭素数１～２４のアルキル基、より好ましくは水素原子、
又は直鎖もしくは分岐鎖の炭素数６～１８のアルキル基、特に好ましくは水素原子、又は
直鎖もしくは分岐鎖の炭素数８～１４のアルキル基である。また、一般式（III）中、ｎ
は平均付加モル数であり、好ましくは１～４００、より好ましくは１～３５０、更に好ま
しくは１～２００、特に好ましくは１～１００の数である。また、一般式（III）中、Ａ
Ｏは同一又は異なって、好ましくはエチレン基、プロピレン基である。
【００３９】
　更に、洗浄性、無泡性や低泡性の観点から、下記一般式（IV）で表されるノニオン活性
剤、及び一般式（Ｖ）で表されるノニオン性界面活性剤から選ばれる１種以上のノニオン
性界面活性剤〔以下、（Ｃ２）成分という〕が好ましい。
　　　HO(CH2CH2O)a(CH(CH3)CH2O)b(CH2CH2O)cH　　　　　（IV）
　　　HO(CH(CH3)CH2O)d(CH2CH2O)e(CH(CH3)CH2O)fH　　　（Ｖ）
〔式中、ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅ及びｆは平均付加モル数であり、それぞれ独立して、１～３
５０の数である。〕
【００４０】
　一般式（IV）、（Ｖ）において、ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅ及びｆは、エチレンオキシド（以
下、ＥＯと表記する）ないしプロピレンオキシド（以下、ＰＯと表記する）の平均付加モ
ル数であり、それぞれ独立して、１～３５０の数である。
【００４１】
　（Ｃ２）成分は、何れも、ＥＯとＰＯの合計中、ＥＯを１０モル％以上含むことが好ま
しく、これを満たすようにａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅ及びｆを選定することが好ましい。
【００４２】
　また、（Ｃ２）成分の重量平均分子量は、１，０００～１５，０００が好ましく、より
好ましくは１，５００～６，０００である。（Ｃ２）成分は、「プルロニック」、「プル
ロニックＲ」の商品名でＢＡＳＦ社から入手可能である。（Ｂ２）成分としては、低泡性
の観点から、式（Ｖ）のノニオン性界面活性剤が好ましい。
【００４３】
　又、仕上がり性の観点から、下記一般式（VI）で表されるノニオン活性剤、及び一般式
（VII）で表されるノニオン性界面活性剤から選ばれる１種以上のノニオン性界面活性剤
〔以下、（Ｃ３）成分という〕が好ましい。
　　　Ｒ16－Ｏ－(ＥＯ)p－(ＰＯ)q－(ＥＯ)r－Ｈ　　　　（VI）
〔式中、Ｒ16は炭素数８～１８の直鎖のアルキル基又は直鎖のアルケニル基を示し、ＥＯ
はオキシエチレン基、ＰＯはオキシプロピレン基を示す。ｐ、ｑ、ｒはそれぞれ平均付加
モル数を表し、ｐ＝１～１０、ｑ＝０．５～５、ｒ＝１～１０である。〕
　　　Ｒ17－Ｏ－(ＥＯ)s－(ＰＯ)t－Ｈ　　　　（VII）
〔式中、Ｒ17は炭素数８～１８の分岐鎖のアルキル基もしくは分岐鎖のアルケニル基を示
し、ＥＯはオキシエチレン基、ＰＯはオキシプロピレン基を示す。ｓ、ｔはそれぞれ平均
付加モル数を表し、ｓ＝４～１０、ｔ＝２～１０であり、０．３≦（ｔ／ｓ）≦１．５で
ある。〕
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【００４４】
　一般式（VI）において、Ｒ16は炭素数１０～１４の直鎖のアルキル基又は直鎖のアルケ
ニル基、更に炭素数１０～１４の直鎖のアルキル基が好ましく、ｐ＝２～８が好ましく、
ｑ＝０．５～４．５、更に１～４．５、特に１～２が好ましく、ｒ＝２～８が好ましく、
ｐ＋ｒ＝１～３０、更に２～２０、特に４～１５が好ましい。一般式（VI）の非イオン界
面活性剤の具体例として、ポリオキシエチレン（３）ポリオキシプロピレン（１．５）ポ
リオキシエチレン（３）ラウリルエーテル、ポリオキシエチレン（５）ポリオキシプロピ
レン（１．５）ポリオキシエチレン（５）ラウリルエーテル、ポリオキシエチレン（５）
ポリオキシプロピレン（４．５）ポリオキシエチレン（５）ラウリルエーテル等が挙げら
れる。ここで、当該化合物に関し（　）内はエチレンオキサイド又はプロピレンオキサイ
ドの平均付加モル数である（以下同様）。
【００４５】
　一般式（VII）において、Ｒ17は炭素数１０～１４の分岐鎖のアルキル基又は分岐鎖の
アルケニル基、更に炭素数１０～１４の分岐鎖のアルキル基が好ましい。また、Ｒ17の炭
素数１０～１４の分岐鎖のアルキル基又は分岐鎖のアルケニル基の中でも、炭素数１０～
１４の２級アルキル基又は２級アルケニル基が好ましい。一般式（VII）中、ｓ＝５～９
が好ましく、ｔ＝５～１０が好ましい。一般式（VII）の非イオン界面活性剤の具体例と
して、ポリオキシエチレン（７）ポリオキシプロピレン（８．５）－ｓｅｃ－ドデシルエ
ーテル、ポリオキシエチレン（７）ポリオキシプロピレン（８．５）－ｓｅｃ－トリデシ
ルエーテル、ポリオキシエチレン（７）ポリオキシプロピレン（８．５）－ｓｅｃ－テト
ラデシルエーテル等が挙げられる。
【００４６】
　また、一般式（VII）の化合物は、Ｒ17の分岐鎖（好ましくは２級）アルキル基又は分
岐鎖（好ましくは２級）アルケニル基を有する分岐鎖（好ましくは２級）アルコールにＥ
Ｏを付加した後、ＰＯを付加することで合成できる。
【００４７】
　また、（Ｃ３）成分の重量平均分子量は、２００～５，０００が好ましく、より好まし
くは２００～２，０００である。（Ｃ３）成分の中で、一般式（VI）の化合物は「エマル
ゲン」の商品名で花王（株）から入手可能であり、一般式（VII）の化合物は「ソフタノ
ール」の商品名で日本触媒（株）から入手可能である。（Ｃ３）成分としては、仕上がり
性の観点から、一般式（VI）のノニオン性界面活性剤が好ましい。
【００４８】
　本発明の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物は、使用にあっては水等で適当な濃度に希釈し
た洗浄液として用いられることが好ましく、かかる洗浄液中の（Ａ）成分の濃度は、仕上
がり性及び色素汚れの発生抑制の観点から、好ましくは２～５０ｐｐｍ（重量比）、より
好ましくは３～５０ｐｐｍ、更に好ましくは５～４０ｐｐｍ、特に好ましくは５～３０ｐ
ｐｍである。また、かかる洗浄液中の（Ｂ）成分の濃度は、タンパク汚れの洗浄性及び色
素汚れの発生抑制の観点から、好ましくは２～６０ｐｐｍ（重量比）、より好ましくは３
～６０ｐｐｍ、更に好ましくは５～５０ｐｐｍ、特に好ましくは１０～４０ｐｐｍである
。
【００４９】
　本発明は、食器洗浄機で使用するための液体洗浄剤組成物に関するものである。特に業
務用の食器洗浄機で使用するための洗浄剤組成物に関するものである。本発明の食器洗浄
機用液体洗浄剤組成物は、リンス剤を用いなくても、陶磁器、ガラス、プラスチックなど
の食器の洗浄において、汚れの除去と同時に食器やグラスの乾燥を速め、ウォータースポ
ットの低減を可能にする。また、処理された食器を繰り返し使用しても、茶渋汚れ等、色
素汚れが発生せず、美麗な使用感を維持できる。
【００５０】
　本発明の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物を用いた業務用食器洗浄機による洗浄の際には
、該組成物は、供給装置によって業務用食器洗浄機内部に一定量任意に移送され、適正な
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洗浄液の濃度が維持される。食器洗浄機用液体洗浄剤組成物は、業務用食器洗浄機専用の
チューブを食器洗浄機用液体洗浄剤組成物が充填されたプラスチック等の容器の中に直接
差し込み吸い上げられて、業務用食器洗浄機内部へ供給される。
【００５１】
　本発明の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物は、洗浄液中の濃度が０．０５～０．５重量％
で使用されるが、経済性、洗浄性の観点から、０．０５～０．３重量％が好ましく、さら
に０．０５～０．２重量％が好ましい。食器の洗浄時間は、洗浄性の観点から、１０秒～
３分が好ましく、さらに好ましくは、２０秒～２分である。洗浄液の洗浄温度は、短時間
での洗浄性を高めるためには、非常に重要で４０℃以上が好ましく、特に４０～７０℃が
好ましい。食器は洗浄された後、通常、同じ業務用食器洗浄機にて速やかに６０～９０℃
の温水で濯ぎを行うことが好ましい。本発明の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物は、リンス
剤を用いなくても、食器の乾燥の促進、ウォータースポットの低減を可能にするので、濯
ぎは、６０～９０℃の温水のみで行うことができる。
【００５２】
　業務用食器洗浄機では、食器を連続洗浄する場合、洗浄液はポンプで循環させて繰り返
し使用し、洗浄している。
【００５３】
　業務用食器洗浄機により食器を連続洗浄する場合、食器による洗浄液の持ち出しや、洗
浄槽への濯ぎ水のキャリーオーバーなどによって、洗浄回数とともに洗浄液の濃度が減少
する。適切な洗浄液の濃度を維持するため、自動供給装置によって適正濃度となるように
食器洗浄機用液体洗浄剤組成物が供給される。
【００５４】
　食器洗浄機用液体洗浄剤組成物の自動供給装置としては、特に限定されるものではない
が、洗浄液の濃度をセンシングし、シグナルを受信して、チューブポンプを駆動させて、
必要量の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物を供給する。
【００５５】
　この自動供給装置は、１日の洗浄回数が非常に多い業務用には好適に用いられ、洗浄回
数毎の手投入に比べ、格段に手間が省けるという利点があり、またそれ以外に、１日中（
洗浄中）適正濃度を維持することが容易となる。
【実施例】
【００５６】
　表１に示した配合組成の食器洗浄機用液体洗浄剤組成物を調製し、以下の方法で茶渋汚
れ付着防止性、洗浄性（タンパク汚れ及び油汚れ）及び低泡性を評価した。結果を表１に
示す。
【００５７】
〔１〕茶渋汚れ付着防止性
・評価方法
　業務用食器洗浄機〔三洋電機（株）製　ＳＡＮＹＯ　ＤＲ５３〕の洗浄槽（３８Ｌ）に
食器洗浄機用液体洗浄剤組成物（ｐＨ１１．８／２５℃）５７ｇ（０．１５％）を投入、
試験終了まで定量式ポンプにて濃度コントロールを行う。専用ラックに強化ガラス製カッ
プ２個（直径８４ｍｍ）をセットして、６０℃の洗浄液にて４０秒間洗浄した後、リンス
剤を用いることなく８０℃の濯ぎ水にて１０秒間濯いだ。専用ラックから強化ガラス製カ
ップ２個を取り出した後、煮出しした紅茶「アッサム２．５ｇ／熱湯（９０℃以上）：１
１０ｇ」を注ぎ、１０秒放置後、廃棄する。この処理を２０回繰り返した後、強化ガラス
製カップの茶渋汚れの付着状態を評価した。
【００５８】
＊茶渋汚れ付着の判定基準
◎；着色痕は全く認められない。
○；僅かな着色痕を認める。
△；明らかに着色痕を認める。
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【００５９】
〔２〕洗浄性及び低泡性
・モデル汚垢の作製
　新品の直径２０ｃｍ磁器製皿の中央部に、卵黄２ｇを刷毛で直径約１０ｃｍの円形に均
一塗布し、８０℃に設定した電気乾燥機に入れた。３０分後、卵黄を塗布した磁器製皿を
取り出して、自然冷却したものをタンパク汚れのモデル汚垢とした。又、新品の直径２０
ｃｍのポリプロピレン（ＰＰ）製皿の中央部に、市販サラダ油をスダンIV ０．１重量％
にて着色したもの５ｇを直径約１０ｃｍの円形に均一塗布、油汚れのモデル汚垢として、
洗浄性評価に用いた。
【００６０】
・評価方法
　業務用食器洗浄機〔三洋電機（株）製　ＳＡＮＹＯ　ＤＲ５３〕の洗浄槽（３８Ｌ）に
食器洗浄機用液体洗浄剤組成物（ｐＨ１１．８／２５℃）５７ｇを投入、専用ラックにモ
デル汚垢を塗布した皿４枚（タンパク汚れ塗布：２枚、油汚れ塗布：２枚）をセットして
、５０℃の洗浄液にて４０秒間洗浄し、磁器製及びＰＰ製の皿４枚を取り出した。変性卵
黄汚れを塗布した磁器製の皿は、エリスロシン色素１重量％水溶液にて着色させて、以下
に示した判定基準にて洗浄性を評価した。また、油汚れを塗布したＰＰ製の皿は、ノルマ
ルヘキサン１００ｇにて完全にすすぎ、ディスポーセルに取り出し、ＨＩＴＡＣＨＩ製分
光光度系（５２０ｎｍ）にて測色を実施し、検量線より皿１枚当たりの油の残存量（ｍｇ
）を算出、以下に示した判定基準にて洗浄性を評価した。また、洗浄直後における洗浄槽
内での泡立ちの様子を観察し、以下に示した判定基準にて低泡性を評価した。
【００６１】
＊タンパク汚れ洗浄性の判定基準
◎；着色痕は全く認められず、完全に汚れが除去
○；僅かな着色痕を認めるが、殆どの汚れが除去
△；明らかに着色痕を認め、半量程度の汚れが残留
×；殆どに着色痕が認められ、多くの汚れが残留
【００６２】
＊油汚れ洗浄性の判定基準
◎；油の残存量が１０ｍｇ未満
○；油の残存量が１０ｍｇ以上～２０ｍｇ未満
△；油の残存量が２０ｍｇ以上～３０ｍｇ未満
×；油の残存量が３０ｍｇ以上
【００６３】
＊泡立ち性の判定基準
◎；泡立ちは全く認められない
○；殆ど泡立ちが認められない
△；明らかに泡立ちが認められる
×；顕著な泡立ちが認められる
【００６４】
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【表１】

【００６５】
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　表中、高分子化合物Ａ１～Ａ６、（Ｂ）成分、及びポリオキシエチレンアルキルエーテ
ルサルフェートナトリウムの配合量は、有効成分の数値である。比較例５では、ポリオキ
シエチレンアルキルエーテルサルフェートナトリウムを（Ｂ）成分として、また、比較例
６では高分子化合物Ａ１を（Ａ）成分として、（Ａ）／（Ｂ）重量比を算出した。また、
表中の成分は以下のものである。
・高分子化合物Ａ１：モノマー単位（ａ）塩化ジアリルジメチルアンモニウム、モノマー
単位（ｂ）マレイン酸〔（ａ）／（ｂ）＝６６／３４（モル比）〕、重量平均分子量１５
０００の共重合体（有効分３０重量％の水溶液として使用）
・高分子化合物Ａ２：モノマー単位（ａ）塩化ジアリルジメチルアンモニウム、モノマー
単位（ｂ）マレイン酸〔（ａ）／（ｂ）＝６６／３４（モル比）〕、重量平均分子量２５
０００の共重合体（有効分３０重量％の水溶液として使用）
・高分子化合物Ａ３：モノマー単位（ａ）塩化ジアリルジメチルアンモニウム、モノマー
単位（ｂ）マレイン酸〔（ａ）／（ｂ）＝６６／３４（モル比）〕、重量平均分子量４０
０００の共重合体（有効分３０重量％の水溶液として使用）
・高分子化合物Ａ４：モノマー単位（ａ）塩化ジアリルジメチルアンモニウム、モノマー
単位（ｂ）アクリル酸〔（ａ）／（ｂ）＝５０／５０（モル比）〕、重量平均分子量８３
０００の共重合体（有効分３５重量％の水溶液として使用）
・高分子化合物Ａ５：モノマー単位（ａ）塩化ジアリルジメチルアンモニウム、モノマー
単位（ｂ）マレイン酸、モノマー単位（ｃ）ＳＯ2〔（ａ）／（ｂ）／（ｃ）＝６７／２
７／６（モル比）〕、重量平均分子量２３０００の共重合体（有効分２５重量％の水溶液
として使用）
・高分子化合物Ａ６：モノマー単位（ａ）塩化ジアリルジメチルアンモニウム、モノマー
単位（ｂ）アクリル酸〔（ａ）／（ｂ）＝６４／３６（モル比）〕、重量平均分子量の４
５００００の共重合体（Ｍｅｒｑｕａｔ２８０、Ｃａｌｇｏｎ社製、有効分４０重量％の
水溶液として使用）
・アルケニルコハク酸カリウム：アルケニル基の炭素数１２、ジカリウム塩（有効分３０
重量％の水溶液として使用）
・ポリオキシエチレンアルキルエーテルサルフェートナトリウム：エチレンオキシドの平
均付加モル数２、アルキル基の炭素数１２～１４（花王（株）製、ＥＳ－２７Ｃ）
・ポリアクリル酸カリウム：オリゴマーＭ３（花王（株）社製）
・ノニオン性界面活性剤１：ＰＯ・ＥＯ・ＰＯブロックポリマー、Ｐｌｕｒｏｎｉｃ　Ｒ
ＰＥ２５２０（ＢＡＳＦ社製）
・ノニオン性界面活性剤２：分岐鎖脂肪族アルコールアルコキシレート、ソフタノール５
０〔（株）日本触媒製〕
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